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アジア経済法令ニュース No.21-18 

 添付法令資料 1： 韓国規制自由特区及び地域特化発展特区に関する規制特例法（目次） 

 添付法令資料 2： 中国全国人民代表大会組織法（目次） 

 添付法令資料 3： 独占的慣行及び不公正な事業競争の禁止の実施に関する 2021 年 

  2 月 2 日付インドネシア共和国政令 No.44（目次） 

 添付法令資料 4： 租税管理法の若干の条項の細則を定めるベトナム政府の議定（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2021 年 4 月 30 日（金） 

 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律施

行規則の一部を改正する省令（厚生労働省令第 89 号） 

21.04.23 公布／同日施行 

2 暗号資産交換業者に関する内閣府令第二十五条第七項の規定に基づき、金融

庁長官の指定する規則を定める件（金融庁告示第 22 号） 

21.04.23 公布／21.05.01 適用 

3 金融商品取引法等による第三者の財産等の没収手続に関する規則の一部を改

正する規則（最高裁判所規則第 2 号） 

21.04.26 公布 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 最高人民法院关于修改《关于上海金融法院案件管辖的规定》的决定 

21.04.21 公布 最高人民法院 法釈[2021]9 号／21.04.22 施行 

2 反间谍安全防范工作规定 

21.04.26 公布 国家安全部令 2021 年第 1 号／同日施行 

3 网络直播营销管理办法（试行） 

21.04.23 公布  国家インターネット情報弁公室  公安部  商務部等／

21.05.25 施行 

4 关于推进二手车交易登记跨省通办便利二手车异地交易的通知 

21.04.07 公布 商務部弁公庁 公安部弁公庁 国家税務総局弁公庁 

5 全国人大常委会 2021 年度立法工作计划 

21.04.16 公布 全国人民代表大会常務委員会 

6 中华人民共和国进口食品境外生产企业注册管理规定 

21.04.12 公布 税関総署第 248 号令／22.01.01 施行 

7 中华人民共和国进出口食品安全管理办法 

21.04.12 公布 税関総署第 249 号令／22.01.01 施行 

8 最高人民法院关于印发《人民法院知识产权司法保护规划（2021-2025 年）》的

通知 
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21.04.22 公布 最高人民法院 法発[2021]14 号 

9 最高人民法院办公厅关于印发 2020 年中国法院 10 大知识产权案件和 50 件典

型知识产权案例的通知 

21.04.16 公布 最高人民法院弁公庁 法弁[2021]146 号 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 

1 中华人民共和国工业和信息化部 国家发展改革委 财政部 国家税务总局公告

2021年第 9号 

21.04.22 公布 工業及び情報化部等／20.01.01 施行 

2 国家税务总局关于落实《政府采购促进中小企业发展管理办法》的通知 

21.04.16 公布 国家税務総局 税総函[2021]67 号 

3 关于废止《科学研究和教学用品免征进口税收规定》等 3部规章的决定 

21.04.13 公布 財政部 税関総署 国家税務総局令第 106 号／21.01.01 施行 

 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 3 ロシア 

1 ロシア連邦市民権に関するロシア連邦法律第 33.1条への変更の導入に関する

2020 年 3 月 18 日付ロシア連邦法律 No.58-FZ 

公布日から 90 日後に施行 

2 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

1 企業法の若干の条項の細則を定める議定 

政府の 2021 年 4 月 1 日付第 47/2021/NĐ-CP 号議定／21.04.01 施行 

2 ベトナムにおける投資、ベトナムから海外への投資及び投資促進の活動に関

連する文書及び報告の様式を定める通知 

計画投資省の 2021年 4月 9日付第 03/2021/TT-BKHĐT号通知／21.04.09

施行 

 

第 5 韓国 

1 道路交通法施行規則一部改正令 

21.04.21 公布 行政安全部令第 249 号／同日施行 

2 内水面漁業法施行規則一部改正令 

21.04.22 公布 海洋水産部令第 481 号／同日施行 

3 関税法第 71 条による割当関税の適用に関する規定一部改正令 
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21.04.23 公布 大統領令第 31643 号／同日施行 

4 民間賃貸住宅に関する特別法施行令一部改正令 

21.04.27 公布 大統領令第 31653 号／同日施行 

5 海洋環境管理法施行令一部改正令 

21.04.27 公布 大統領令第 31654 号／同日施行 

6 化粧品法施行令一部改正令 

21.04.27 公布 大統領令第 31655 号／同日施行 

7 公文書に対するアポスティーユ及び本部領事確認書発給に関する規定施行規

則 

21.04.27 公布 外交部令第 65 号・法務部令第 1007 号／21.04.28 施行 

 

第 6 台湾 

1 修正所得稅法條文 

21.04.28 公布 総統府 華總一經字第 11000039201 號令／21.07.01 施行 

2 刪除典試法條文 

21.04.28 公布 総統府 華總一義字第 11000038671 號令 

3 刪除公務人員考試法條文 

21.04.28 公布 総統府 華總一義字第 11000038681 號令 

4 修正專門職業及技術人員考試法條文 

21.04.28 公布 総統府 華總一義字第 11000038681 號令 

5 廢止監試法 

21.04.28 公布 総統府 華總一義字第 11000038741 號令 

6 修正船員法條文 

21.04.28 公布 総統府 華總一義字第 11000038721 號令 

7 修正商港法條文 

21.04.28 公布 総統府 華總一義字第 11000038731 號令 

8 修正工會法條文 

21.04.28 公布 総統府 華總一義字第 11000038691 號令 

9 增訂並修正勞資爭議處理法條文 

21.04.28 公布 総統府 華總一義字第 11000038661 號令 

10 修正勞工保險條例條文 

21.04.28 公布 総統府 華總一義字第 11000038701 號令 

 

第 7 シンガポール 

1 Environmental Protection and Management Act - Environmental 

Protection and Management (Parallel Import Motor Vehicles — Exemption) 

Order 2021 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 28 

April 2021 and comes into operation on 1 May 2021; No.S279/2021 

 

第 8 タイ 
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掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 

1 SECURITIES AND EXCHANGE COMMISSION 

  MEMORANDUM CIRCULAR NO. 6, S. 2021 

  AMENDMENTS ON THE SRC RULES 9 AND 10 

21.04.20 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

2 INSURANCE COMMISSION 

  CIRCULAR LETTER NO. 2021-34 

  SUBMISSION OF FINANCIAL REPORTORIAL REQUIREMENTS 

21.04.21 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

3 SECURITIES AND EXCHANGE COMMISSION 

  MEMORANDUM CIRCULAR NO. 7, S. 2021 

  CALLING OF SPECIAL STOCKHOLDERS’ MEETING 

21.04.23 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

4 DEPARTMENT OF TRADE AND INDUSTRY 

  MEMORANDUM CIRCULAR NO. 21-14, S. 2021 

  ON-SITE OPERATIONAL CAPACITY OF BUSINESS 

ESTABLISHMENTS, PERSONS AND ACTIVITIES IN VARIOUS 

COMMUNITY QUARANTINES  

21.04.23 付／フィリピン大学へ提出して全国流通新聞において公布され

た日から直ちに施行 

5 DEPARTMENT OF LABOR AND EMPLOYMENT  

  DEPARTMENT OF HEALTH 

  DEPARTMENT OF INTERIOR AND LOCAL GOVERNMENT  

  DEPARTMENT OF TOURISM 

  DEPARTMENT OF TRADE AND INDUSTRY 

  JOINT MEMORANDUM CIRCULAR NO. 21-01, S. 2021 

  IMPLEMENTING GUIDELINES OF THE SAFETY SEAL 

CERTIFICATION PROGRAM  

21.04.23 付／フィリピン大学へ提出して全国流通新聞において公布され

た日から直ちに施行 

6 INTER-AGENCY TASK FORCE FOR THE MANAGEMENT OF 

EMERGING INFECTIOUS DISEASES 

  RESOLUTION NO. 111, S. 2021 

  RECOMMENDATIONS RELATIVE TO THE MANAGEMENT OF THE 

CORONAVIRUS DISEASE 2019 (COVID-19) SITUATION 

21.04.23 付 

7 INTER-AGENCY TASK FORCE FOR THE MANAGEMENT OF 
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EMERGING INFECTIOUS DISEASES 

  RESOLUTION NO. 112, S. 2021 

  RECOMMENDATIONS RELATIVE TO THE MANAGEMENT OF THE 

CORONAVIRUS DISEASE 2019 (COVID-19) SITUATION 

21.04.27 付 

 

第 11 インド 

1 The National Commission for Allied and Healthcare Professions Act, 2021 

28 Mar 2021 付 

2 The Government of National Capital Territory of Delhi (Amendment) Act, 

2021 

28 Mar 2021 付 

3 The National Bank for Financing Infrastructure and Development Act, 

2021 

28 Mar 2021 付 

4 The Finance Act, 2021 

28 Mar 2021 付 

5 The Mines and Minerals (Development and Regulation) Amendment Act, 

2021 

28 Mar 2021 付 

6 The Appropriation (No. 2) Act, 2021 

25 Mar 2021 付 

7 The Medical Termination of Pregnancy (Amendment) Act, 2021 

25 Mar 2021 付 

8 The Puducherry Appropriation (Vote on Account) Act, 2021 

25 Mar 2021 付 

9 The Insurance (Amendment) Act, 2021 

25 Mar 2021 付 

10 The Puducherry Appropriation Act, 2021 

25 Mar 2021 付 

11 The Appropriation Act, 2021 

25 Mar 2021 付 

12 The Arbitration and Conciliation (Amendment) Act, 2021 

11 Mar 2021 付 

 

第 12 モンゴル 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 13 カザフスタン 

掲載すべき法令は、ありません。 
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第 14 ウズベキスタン 

1 地質学分野への投資の積極的な誘致、当該分野の企業の変革及び共和国の資

源材料基盤の拡大に係る追加措置に関するウズベキスタン共和国大統領決定 

2021 年 4 月 21 日付 No.PP-5083／同月 22 日施行 

2 ウズベキスタン共和国とグレートブリテン及び北アイルランド連合王国との

間のパートナシップを創設するパートナシップ及び協力に関する条約の批准

に関するウズベキスタン共和国法律 

2021 年 4 月 26 日付 No.ZRU-686 

3 政府調達に関するウズベキスタン共和国法律 

2021 年 4 月 22 日付 No.ZRU-684／一部を除き、同年 7 月 24 日から施行 

4 事業活動の支援制度の改善及びビジネス環境の更なる改良に係る追加措置に

関するウズベキスタン共和国大統領決定 

2021 年 4 月 21 日付 No.PP-5087／同月 22 日施行 

 

第 15 トルコ 

1 電力市場輸出入規則における変更の実施に関するエネルギー市場調整機構の

規則 

2021 年 4 月 24 日官報 No.31464／同日施行 

2 アルコール及びアルコール飲料の国内外貿易に係る方法及び原則に関する規

則における変更の実施に関する農林省の規則 

2021 年 4 月 25 日官報 No.31465／同日施行 

3 電気自動車及び可変速駆動装置の環境配慮型設計要件に関する工業技術省の

通知（2019/1781/AB）（SGM: 2021/16） 

2021 年 4 月 28 日官報 No.31468／一部を除き、同年 7 月 1 日から同日施

行 

 

第 16 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 17 ミャンマー 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 18 添付法令資料 

   1 韓国規制自由特区及び地域特化発展特区に関する規制特例法（目次） 

   2 中国全国人民代表大会組織法（目次） 

   3 独占的慣行及び不公正な事業競争の禁止の実施に関する 2021 年 2 月 2 日付
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インドネシア共和国政令 No.44（目次） 

   4 租税管理法の若干の条項の細則を定めるベトナム政府の議定（目次） 

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

須永 了   弁護士：インドネシア・マレーシア・タイ法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

吉川 景司  弁護士：知的財産・韓国・モンゴル・インドネシア法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 
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永井 万紀子 弁護士：インドネシア法令担当 

芳賀 洋一  弁護士：シンガポール法令担当 

正木 湧士  弁護士・弁理士：日本法令担当 

萩原 亮太  弁護士：ベトナム法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法研究員（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

リッキ・A・サボナイ  外国法研究員（フィリピン共和国弁護士） 

：フィリピン法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

為川 千草  パラリーガル：韓国・インド法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 

 

提携先中国律師事務所 

  上海堅海律師事務所  

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 

 


